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 貸借対照表    

 (平成24年3月31日) 単位：	
 円   
資産の部   

I  流動資産   
現金及び預金                                

未収入金                          

前払金    

 
 
 

374,815,427 
1,009,332	
  

   449,695    

  

     流動資産合計   376,274,454	
 	
 	
 	
   
II  固定資産     
1.  有形固定資産     

  建 物 

    減価償却累計額 

  工具器具備品 

    減価償却累計額 

  有形固定資産合計 

13,385,920 
 6,655,018 
36,290,897 
24,150,656 

 
6,730,902 

 
 12,140,241 
18,871,143 

  

2.  無形固定資産     
  ソフトウェア 
  無形固定資産合計   

 7,942,760 
 

 
 7,942,760 

  

	
 	
  固定資産合計    26,813,903  
	
 	
  資産合計    	
 	
 403,088,357 

     
負債の部     

I  流動負債     
運営費交付金債務 
預り金 
預り科研費補助金 
未払金  

未払消費税等  

未払費用 

 213,148,607 
6,663,758 
9,159,029 

131,421,768 
139,000 

	
 	
 7,181,167 

  

	
 	
  流動負債合計   367,713,329  
II  固定負債     
資産見返負債 
  資産見返運営費交付金 
  資産見返寄附金 
  資産見返物品受贈額 

 
26,534,206 

207,485 
  	
 72,212 

 
 

 
  26,813,903 

  

     固定負債合計     26,813,903  
     負債合計    394,527,232 

     
純資産の部     

I  利益剰余金     

当期未処分利益	
      8,561,125  
（うち当期総利益	
 8,561,125）    
利益剰余金合計    	
 8,561,125  
     純資産合計      8,561,125 
     負債純資産合計     	
  403,088,357 
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  損益計算書   
                                （平成23年4月1日～平成24年3月31日）  
   単位：	
 円   
     

I  経常費用     
1.  研究業務費     
（1）人件費	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  387,965,710    
（2）減価償却費 4,049,045    
（3）その他の研究業務費	
 ※１	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
    571,963,581 963,978,336   

2.  一般管理費     
（1）人件費	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  130,643,084    
（2）減価償却費 3,302,555    
（3）その他の一般管理費	
 ※２	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
    194,751,682   328,697,321   

	
 	
  3.	
 雑損  	
 	
  41,436   
経常費用合計                             1,292,717,093  

     
II  経常収益     

1.   運営費交付金収益	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  	
  1,275,393,593   
2.   普及業務収入  545,302   
3.   受託収入  4,904,134   
4.   シンポジウム収入  334,000   
5.   資産見返運営費交付金戻入	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  8,900,483   
6.   資産見返寄附金戻入 226,345   
7.   資産見返物品受贈額戻入	
 	
  102,715 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
   
8.   科学研究費間接費収入  10,566,000   
9.   寄附金収益  2,000,000   
10.  財務収益                  

	
 	
 	
      受取利息	
 	
 	
  	
 	
      5,646 5,646 	
   
11.  雑益	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
   	
 	
  177,943   

経常収益合計 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
    1,303,156,161  
     

III  経常利益                          	
      10,439,068  
     

IV  臨時損失     
	
   1.  固定資産除却損	
 	
 	
 	
 ※３    1,877,943      1,877,943  
        

V  当期純利益                               8,561,125  
     

VI  当期総利益                               8,561,125  
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キャッシュ・フロー計算書 
（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 単位：	
 円	
  
  
   

I  業務活動によるキャッシュ・フロー   
 商品又はサービスの購入による支出 －226,701,401  
 人件費支出 －516,338,131  
 その他の業務支出 －569,783,178  
 国庫納付金返納額 －651,490,474  
 科学研究費補助金預り金支出 －24,143,647  
 運営費交付金収入 1,491,793,000  
 普及業務収入 545,302  
 受託収入 8,294,234  
 シンポジウム収入 334,000  
 科学研究費補助金預り金収入 48,646,000  
 寄附金収益 2,000,000  
 雑益   	
     177,943  
   小計 －436,666,352  
利息の受取額 	
 	
 	
  	
      5,621  
業務活動によるキャッシュ・フロー －436,660,731  

   
II  投資活動によるキャッシュ・フロー   
有形固定資産取得による支出    －11,125,800  

	
 	
  投資活動によるキャッシュ・フロー －11,125,800  
   

III  財務活動によるキャッシュ・フロー 0  
                  

IV  資金減少額 －447,786,531  
   

V  資金期首残高     822,601,958  
   

VI  資金期末残高   	
 374,815,427  
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利益の処分に関する書類 
（平成 24年 7月 9日） 

単位：  円	
  
    

I  当期未処分利益    8,561,125  
 当期総利益 8,561,125   

    
II  利益処分額    

 積立金    8,561,125  
    

 
 
 
 
 
 

 
行政サービス実施コスト計算書 
（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

単位：	
 円	
  
      

I  業務費用   1,276,062,011  
(1)損益計算書上の費用     
  	
 研究業務費 963,978,336    
  	
 一般管理費 	
 328,697,321    
	
 	
 雑損  	
 	
 41,436 	
    
	
  	
 臨時損失 	
  1,877,943 1,294,595,036   
(2)(控除)自己収入等     
  	
 普及業務収入 －545,302    
  	
 受託収入 －4,904,134    
	
 	
 シンポジウム収入 －334,000    
    科学研究費間接費収入 －10,566,000    
 	
  寄附金収益 －2,000,000    
  	
 財務収益 －5,646    
  	
 雑益 	
  －177,943 	
 －18,533,025   

     
II  引当外賞与見積額   －44,098  

     
III  引当外退職手当増加見積額   4,721,633  

     
IV  機会費用     

  国有財産無償使用の機会費用   	
 113,881,600  
     

V  行政サービス実施コスト    1,394,621,146  
     

 

 



 5 

注	
 記 
 

当事業年度より、改訂後の独立行政法人会計基準を適用して、財務諸表等を作成しております。 
 

重要な会計方針 

１．	
 運営費交付金収益の計上基準 
業務達成基準を採用しております。ただし、人件費及び一般管理費については期間進行基準

を採用しております。 
２．	
 減価償却費の会計処理方法 

有形固定資産・無形固定資産は、定額法を採用しております。 
主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物	
 15年	
 	
 工具器具備品	
 4年～8年	
 	
 ソフトウェア	
 5年   
３．	
 賞与支給に係る引当金及び見積額の計上方法 
	
 	
 	
 職員の賞与については財源措置がなされているため、賞与に係る引当金は計上しておりませ

ん。 
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、独立行政法人会計基準

第 88第 2項に基づき賞与支給に係る当期増加額を計上しております。 
４．	
 退職手当に係る引当金及び見積額の計上方法 
	
 	
 	
 職員の退職手当については財源措置がなされているため、退職手当に係る引当金は計上して 

おりません。 
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、自己都合退職 
金要支給額の当期増加額に基づき計上しております。 

５．	
 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 
国有財産無償使用の機会費用の計算方法は、近隣の賃貸料を参考に算出しております。 

６．	
 消費税等の会計処理 
税込方式を採用しております。 

 

貸借対照表注記 

１．期末における賞与見積額は、25,994,257円であります。 
２．期末における退職手当の要支給総額の見込額は、328,805,252円であります。 
 
 

損益計算書注記 

１．※１	
 その他の研究業務費のうち主要な費目及び金額	
  
	
 	
 	
 謝金	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 181,965,576円 

	
 	
 	
 	
 	
 研究業務委託費	
 	
 	
 	
 	
 121,084,294円 
	
 	
 	
   	
 人材派遣費	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  76,337,670円 
          データベース経費	
 	
 	
 	
  56,405,259円 	
 	
 	
  
 
 
２．※２	
 その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額 
	
 	
 	
 	
 	
 賃借料             	
 	
   92,907,731円 
	
 	
 	
 	
 	
 一般業務委託費      	
 	
  43,698,143円 
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３．※３	
 固定資産除却損のうち主要な固定資産名及び金額 
	
 	
 	
 	
 	
 建物（パーテーション）	
   1,802,538円 
 
 

キャッシュ・フロー計算書注記 

１．	
 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 
現金及び預金	
 	
 	
 374,815,427円 
資金期末残高	
 	
 	
 374,815,427円 

２．	
 人件費支出には、退職手当及び法定福利費を含んでおります。 
 
 

行政サービス実施コスト計算書注記 

１．国有財産無償使用の機会費用 
国有財産の無償使用面積は、1,578.50㎡であります。 

	
 	
 	
 	
 1,578.5㎡÷3.3㎡×19,840円×12ヶ月＝	
 113,881,600円 
     
 

金融商品に関する注記	
 	
  

                                                                              単位：円 
 
 

貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

現金及び預金 374,815,427 374,815,427 0 
未収入金 1,009,332 1,009,332 0 
未払金 (131,421,768) (131,421,768) 0 

 
       (注)	
 負債に計上されているものは、（	
 ）で示しております。 
	
 	
 	
 	
  
１．現金及び預金、未収入金、未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい 
	
 	
 ことから、当該帳簿価額によっております。 
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附属明細書 
 

固定資産の取得、処分及び減価償却費の明細 
単位：円 

 
資産の種類 

 
期首 
残高 

 
当期 
増加額 

 
当期 
減少額 

 
期末 
残高 

減価償却

累計額 
  

差引当期末

残高 

 
摘要 当期償却額 

有形固定資産 
（償却費損益内） 

建	
 物 16,693,328 0 3,307,408 13,385,920 6,655,018 803,154 6,730,902  
工具器具備品 35,501,634 2,600,850 1,811,587 36,290,897 24,150,656 4,476,574 12,140,241  

計 52,194,962 2,600,850 5,118,995 49,676,817 30,805,674 5,279,728 18,871,143  
有形固定資産 
合計 
 

建	
 物 16,693,328 0 3,307,408 13,385,920 6,655,018 803,154 6,730,902  
工具器具備品 35,501,634 2,600,850 1,811,587 36,290,897 24,150,656 4,476,574 12,140,241  

計 52,194,962 2,600,850 5,118,995 49,676,817 30,805,674 5,279,728 18,871,143  
無形固定資産 ソフトウェア 10,423,791 649,950 0 11,073,741 3,130,981 2,071,872 7,942,760  

計 10,423,791 649,950 0 11,073,741 3,130,981 2,071,872 7,942,760  

 

 

たな卸資産の明細 
該当事項ありません。 

 

有価証券の明細 
	
  該当事項ありません。 
 

長期貸付金の明細 
	
  該当事項ありません。 
 

長期借入金の明細 

該当事項ありません。 
 

債券の明細 

該当事項ありません。 
 

引当金の明細 

該当事項ありません。 
 

貸付金等に対する貸倒引当金の明細 

該当事項ありません。 
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退職給付引当金の明細 

該当事項ありません。 
 

法令に基づく引当金等の明細 

該当事項ありません。 
 

保証債務の明細 

該当事項ありません。 
 

資本金及び資本剰余金の明細 
該当事項ありません。 

 

積立金の明細 
単位：円 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要 
 

通則法44条1項 
積立金 

   52,851,874 598,638,600 651,490,474 －  

 
 

目的積立金の取崩しの明細	
  
該当事項ありません。 
 
 
 

運営費交付金債務及び当期振替額等の明細 

（１）運営費交付金債務の増減の明細                                            
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 単位：円 
交付年度 期首残高 交付金当 

期交付額 
当期振替額 期末残高 

運営費交付金

収益 
資産見返運

営費交付金 
資本	
 

剰余金 
小	
 計 

23年度 － 1,491,793,000 1,275,393,593 3,250,800 0 1,278,644,393 213,148,607 

合	
 計 － 1,491,793,000 1,275,393,593 3,250,800 0 1,278,644,393 213,148,607 
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（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 
 
  平成２３年度交付分       	
 	
 	
 	
 単位：円 

区分 金額 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 内	
 訳 
 
 
業務達成

基準によ

る振替額 

運営費交付金収益 569,040,063 ①業務達成基準を採用した業務：調査及び研究業務、政策提言・普及業務、

資料収集管理業務 
②当該業務に関する損益等 
ｱ)損益計算書に計上した費用の額：571,963,581円 
	
 研究業務費 571,963,581円 
ｲ)自己収入に係る収益計上額：2,879,302円 
	
 普及業務収入 545,302円、シンポジウム収入 334,000円 
  寄附金収益 2,000,000円 
ｳ)固定資産の取得額：649,950円 
③研究プロジェクト及び業務について、一部の研究プロジェクト及び業務

に、進捗の遅れ及び計画の見直し・修正により翌年度に延期・繰り越さ

れたものがあるため、合計で213,148,607円を翌年度に繰り越し、翌年
度以降収益化する見込みである。 
④運営費交付金収益化額の積算根拠	
 

上記③以外の研究プロジェクトは年度計画の予定どおりに研究活動が

進行したので、当該業務に充てられる運営費交付金の計画額の全額を収

益化した。 

資産見返運営費交付金 649,950 

資本剰余金 0 

 
 
計 

 
 

569,690,013 
 

費用進行

基準によ

る振替額 

運営費交付金収益 	
 	
 	
 	
 	
 0  
費用進行基準を採用した業務はない。 

 
 

資産見返運営費交付金 0 

資本剰余金 0 
計 0 

 
期間進行

基準によ

る振替額 

運営費交付金収益 	
 706,353,530 ①期間進行基準を採用した業務：上記業務達成基準を採用した業務以外の

全ての業務 
②当該業務に関する損益等 
ｱ)損益計算書に計上した費用の額：713,401,912円 
	
 人件費 518,608,794円、その他 194,793,118円 
ｲ）自己収入に係る収益計上額：15,653,723円 
	
 受託収入 4,904,134円、財務収益 5,646円、雑益 177,943円 
  科学研究費間接費収入 10,566,000円 
ｳ)固定資産の取得額：2,600,850円 
③運営費交付金収益化額の積算根拠 
年度計画の予定どおりに研究活動が進行したので、当該業務に充てられ

る運営費交付金の計画額の全額を収益化した。 

資産見返運営費交付金 2,600,850 

資本剰余金 0 

 
計 

 
708,954,380 

会計基準第81条第3項による振替額 0 － 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 合計 1,278,644,393  
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（３）運営費交付金債務残高の明細 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 単位：円 

運営費交付金債務残高 	
 	
 	
 	
 	
 残高の発生理由及び収益化等の計画	
 	
 	
 	
 	
  
(交付年度) 

 
平成 
２３年度 

業務達成基準を採用し

た業務に係わる分 
213,148,607 運営費交付金債務残高発生理由	
 

	
 研究プロジェクト及び業務について、一部の研究プロジェクト及び業務

に、進捗の遅れ及び計画の見直し・修正により翌年度に延期・繰り越さ

れたものがあるため、合計で213,148,607円を翌年度に繰り越し、翌 
年度以降収益化する見込みである。内訳は、調査及び研究業務

194,262,828円、政策提言・普及業務18,885,779円である。 

費用進行基準を採用し

た業務に係わる分 
－ 

期間進行基準を採用し

た業務に係わる分 
－ 

計 213,148,607 

 

運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細 

該当事項ありません。 
 

 
 

役員及び職員の給与の明細 
単位：千円・人 

区	
 分 	
 	
 	
 	
 	
 報酬又は給与 	
 	
 	
 	
 	
 	
 退職手当 
支給額 支給人員 支給額 支給人員 

役	
 員 
 

(4,455) 
36,520 

(2.1) 
2.0 

(0) 
9,906 

(0) 
1 

職	
 員 
 

(65,050) 
354,032 

(24.8) 
45.3 

(0) 
    1,512 

(0) 
1 

合	
 計 
 

(69,505) 
390,552 

(26.9) 
47.3 

(0) 
11,418 

(0) 
2 

 
（注）役員に対する報酬及び退職手当は、その役員の業績と、国家公務員の給与、民間企業の役員の報酬及び経済産 

業研究所の実績その他の事情を考慮して決定しております。 
職員に対する給与及び退職手当は、その職員の勤務成績と研究所の実績を考慮し、社会の一般情勢に適合した 
ものとしております。 

（注）支給額は千円単位で、切り捨て表示としております。 
（注）報酬又は給与の支給人員数は、年間平均人員数によっております。 
（注）役員及び職員には出向を含んでおり、上段の（	
 	
 ）は非常勤を、下段は常勤を表示しております。 
（注）報酬又は給与には、法定福利費は含めておりません。 
 
 

セグメント情報 
当法人は、内外の経済及び産業に関する事情並びに経済産業政策に関する基礎的な調査及び研究、その成果の活 
用による政策提言・普及活動、及びそれらを支援するための資料収集管理を一体的な業務として運営しているの 
で、事業の種類別セグメント情報を記載しておりません。 

 
 


